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1. はじめに 

 

周知のとおり我が国において、基礎教育

分野の国際協力、特に、校舎建築などのハ

ード面での協力とは性格や内容を異にする、

教育内容・方法などいわゆるソフト面での

協力が教育援助政策の俎上に上り、国際協

力事業団（JICA）がこの分野でプロジェク

ト方式技術協力に本格的に乗り出したのは、

ようやく 1990年の「万人のための教育世界

会議」（タイ・ジョムチェン）以降である。

1994年 6月から実施されたフィリピンでの

「理数科教育プロジェクト」（1999 年 5 月

終了）を皮切りに、1997 年 12 月に「エジ

プト授業・教材研究開発」（内容は理数科教

育）のための継続的な専門家派遣（ 3年間。

今後さらに 3 年間プロジェクトとして実施

される見込み）が、1998年には 7月に「ケ

ニア中等理数科教育強化計画」（5年間）が、

そして 10月に「インドネシア初中等理数科

教育拡充プロジェクト」（5年間）が相次い

で開始された。また、1999年 10月から「南

アフリカ共和国・ムプマランガ州中等理数

科教員再訓練計画」（3年）が実施されてい

るほか、今年に入り 3月には、「ガーナ共和

国基礎教育（理数科支援）プロジェクト」

（5年）が開始された。さらに今年中には、

「カンボジア中等理数科教員養成訓練計画

プロジェクト」が実施予定であるという。 

このように 1990 年代中頃以降短期間に

たてつづけに 7 件もの初等中等教育プロジ

ェクトが開始され、しかもいずれも特徴的

なことに理数科教育を協力分野としている。

理数科教育への集中の理由については、①

理数科教育は、比較的当該国の社会、歴史、

文化などに左右されない普遍的な内容であ

ること、②日本の理数科教育が他国に比べ

て比較的優位にあることなどが挙げられて

いるが、これらの認識や理解がはたして正

しいかどうかについては種々異論のあると

ころであり（注 1）、今後上記プロジェクト

等の成果と反省を踏まえ十分検討すべき課

題である。 

しかし本稿の目的は、このいわば理数科

問題そのものを取り扱うことではない。も

っと一般的に、我が国がこれまで経験、知

識、ノウハウ等を十分蓄積してこなかった

教育内容や方法などに関わるソフト面での

教育協力プロジェクトが、いかに試行錯誤

しながら進められているかを記述し記録に

とどめておくことである。むろん、上に述

べたすべてのプロジェクトについて記述す

ることは本稿の射程をはるかに超えること

で、ここでは筆者が直接関与しているガー

ナ・プロジェクトを事例として取り上げる。

しかし、他のいくつかのプロジェクトにつ

いても、関係者から簡単な事情聴取を行う

機会を得るとともに若干の資料も収集して

いることから、一部これらプロジェクトと

の比較の観点からも記述する。 
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本センター自身、「最適な事業展開のた

めのシステム開発」を行うことが重要な職

務のひとつとなっており、上記の南アフリ

カやガーナのプロジェクトにいわばオーガ

ナイザーとして直接参画することを通じ、

国際教育協力における可能な事業実施シス

テムの開発に取り組んでいるところである。

したがって本稿は、ガーナのケースについ

ての事業実施システム開発に関する第一次

報告書の性格を有するものである（プロジ

ェクト自体の概要については「付」参照）。

むろん、事業の進展に応じ、さらなるモニ

タリングとそして最終的な評価がなされね

ばならないことはいうまでもない。 

 

２. 事業実施システム形成の諸段階と諸側

面 

 

JICA が実施する国際教育協力事業に限

っていえば、個々の事業の実施組織を構成

する主たるメンバーは、事業の実施主体で

ある JICAのほか、文部省、大学教官を中心

とする専門家（個人又は集団・機関）、さら

には今後益々重要性を増すと思われる民間

のコンサルタント会社などである。今日、

教育におけるソフト面での協力において、

大学、特に国立大学の持つリソースをいか

に活用するかが重要な課題になっているこ

とから、ここでは大学教官を中心とする専

門家が実施システムの形成過程において、

他のメンバーとどのような関係にあり、ど

のような役割を果たしてきたのか、あるい

は果たすべきなのか、さらには問題点があ

るとすれば何かといった観点から、ガー

ナ・プロジェクトの経験を中心として、そ

の途中経過を以下に報告する。 

 

（１）大学教官関与の始まり 

１）事前の各種調査への関与 

JICAではプロジェクトの発掘・形成のた

めに、様々な名前の調査が行われている。

最終的にプロジェクトの実施について調印

する実施協議に至るまでの調査を時系列的

に並べてみると、プロジェクト形成調査／

企画調査、基礎調査、事前調査があり、さ

らに実施協議直前に短期の調査が行われる

こともある。冒頭に挙げた 7 プロジェクト

のうち不明のエジプトでの協力を除き、す

べてこの調査の過程を経てプロジェクトの

発掘・形成が行われている。なおこのほか、

これらとは性格を異にする調査として開発

調査がある。これは途上国の開発計画策定

のための基礎的な調査であり、調査自体が

ひとつの技術協力であって必ずしも JICA

のプロジェクト形成に直接結びつくもので

はない（注 2）。 

ここでの問題は、このような調査に大学

教官がどのように関わるかである。通常大

学教官の協力が求められるのは、プロジェ

クト実施の可能性が高いと判断された段階、

すなわち基礎調査の段階からである。しか

し、実施するに足るプロジェクトを発掘す

るためのプロジェクト形成調査や企画調査

は、技術協力の主務官庁・機関である外務

省・JICAが直接実施することを原則として

おり、大学の人材を活用することはなされ

ていないし（しかし民間コンサルタント会

社は活用されている）、開発調査についても

コンサルタント会社が行うことになってい

る。これらの調査では、その一般的な性格

からして教育セクター全般に精通している

だけでなく、開発援助に関する知識も必要
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とされることから、確かに現在のところこ

のような専門性を有する大学教官は限られ

ていることは事実である。しかしだからと

いって、JICA内部や民間のコンサルタント

会社にこのための人材が十分蓄積されてい

るかといえば、必ずしもそうとは思われな

い。このような調査こそ、幅広い見識と専

門性を有する大学教官が行うのに相応しい

ものと考えられ、今後この分野で人材が育

成されるにつれて、もっと大学人が活用さ

れてしかるべきであろう。一方大学教官の

側も、研究的な色彩ももったこのような調

査への参加により関心を示すと思われる。 

２）文部省の役割 

上述のとおり、通常大学教官の協力が求

められるのは基礎調査の段階からである。

この段階は、事業実施のシステムづくりが

開始される時期でもある。教育案件の場合

まず、JICAから文部省に対し適切かつ協力

可能な大学教官について推薦依頼がなされ

る。これが、大きリソースを有する国立大

学から専門家を調達する正規のルートであ

る（一部には“一本釣り”といわれる文部

省がフリーハンドを有しない依頼もあるよ

うであるが）。文部省が国立大学にリソース

がないと判断すれば、その段階で文部省の

手を離れ JICA が私立大学等から独自に専

門家を確保しなければならないことになる

が、多くは事前にそれぞれのプロジェクト

おける文部省の協力（すなわち、国立大学

等文部省所管の機関のリソースを活用する

こと）について双方で合意がなされており、

文部省が適当な機関・個人を選定し依頼す

ることになる。 

ここで文部省が苦慮していると思われる

ことは、文部省自身、教育分野での国際協

力について意志と能力のある大学等の人材

についての情報を必ずしも十分有していな

いことである（工学、農学、医学などの分

野では、過去に多くのプロジェクトが実施

されており、その実績からこのような人材

を見つけることは比較的容易なようであ

る）。この問題を解決するために 1997 年に

本センターが「国際教育協力人材データベ

ース」（注 3）を構築し、文部省の依頼によ

り個別派遣専門家などの発掘に貢献してき

ているところである。しかし、プロジェク

ト形成段階から協力を願う専門家は、一般

にその後 3～5年、場合によってはもっと長

期にプロジェクトにおいて中心的な役割を

果たす人材だけに、データベースから得ら

れる情報だけでは十分ではなく、これまで

の実績や個人的なチャンネルを通じて探さ

ざるを得ないのが実情のようである。 

３）ガーナ・プロジェクトの場合――広島

大学教育開発国際協力研究センターの

役割 

ガーナ・プロジェクトの場合この点に関

しては、文部省の決定は比較的容易であっ

たようにみえる。すなわち、協力専門家の

人選も含め国際教育協力事業の実施システ

ムのいわばモデルづくりを当センターに依

頼したのである。この依頼がなされたのが、

1997年 9月の基礎調査実施の段階であった。 

おそらく今回の場合のユニークな点は、

本センターには理数科教育の専門家はおら

ず（筆者自身、教育社会学や比較教育のバ

ックグラウンドはあるものの理数科教育の

専門家ではない）、本センターの役割は専ら

オーガナイザーとしてプロジェクトの形成

と展開を支援する立場にあることである。

したがって、理数科教育のエキスパティー
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ズは外部の専門家を組織しそこから調達す

ることになったのである。このほか、当セ

ンターが参画している南アフリカでの理数

科教育プロジェクト場合も、この点ではま

ったく同様である。また類似のケースとし

て名古屋大学国際開発研究科が関与してい

るカンボジアの例が挙げられるが、多くの

プロジェクトでは特定の学部・学科あるい

は大学教官個人がエキスパティーズの提供

者であると同時にオーガナイザーとしての

役割も果たしている。 

オーガナイザーとしての当センターの役

割は、第一に協力専門家を確保することで

あった。すでに広島大学では教育学部等が

ケニア・プロジェクトにおいて中心的な役

割を担っていたことから、学内の教官を活

用することは事実上困難であり、学外にエ

キスパティーズを求めることとなった。専

門家の発掘に当たっては、基本的にはセン

ターが有するデータベースを活用した。し

かし、協力をお願いする専門家は単に一時

的に調査に参加するだけではなく、今後プ

ロジェクト終了まで継続して協力していた

だくこと（長期のコミットメント）を期待

していたことから、電話インタヴユー等に

より途上国への教育協力に対する強い関心

と意志を確認の上、参加をお願いすること

とした。1997年 9月の基礎調査に 1名、1998

年 10月の事前調査に2名の国立大学教官に

参加いただき、本件プロジェクトへの協力

を得ることとなった。さらに 1998年 9～10

月には文部省の短期在外研究員派遣制度を

活用し、1 名の国立大学教官にガーナの教

育事情の調査を依頼し、この教官にも引き

続きプロジェクトのメンバーに加わってい

ただくこととなった。実は、これら 4 名の

教官は 3 つの異なる大学に所属しており、

それぞれの大学が本件プロジェクトに対し

組織的に対応できるように、これらの教官

が中心的な役割を果たすよう期待もし、ま

た依頼もした。 

 

（２） 大学教官の組織化――コンソーシ

アム方式 

１）協力専門家の広がりとコミットメント 

本プロジェクトは、広島大学のほか信州

大学、福岡教育大学及び宮崎大学の 4 大学

の連携によるいわゆるコンソーシアム方式

によりその支援システムが組織されている

が、このアイディアは 1997年 9月の基礎調

査の段階から明確にあったわけではない。

実のところ、1998年 9月の短期在外研究員

派遣の段階で 3大学の教官が出揃い、また、

これらの教官がそれぞれの大学において協

力専門家の輪を広げていただいたおかげで、

これら 4 大学の連携によるプロジェクト支

援組織という考えが明確になってきたので

ある。現在のところ上記 4名の教官のほか、

1999 年 10 月の実施協議に同行した 2 名の

教官、さらに自発的に参加の意思を表明し

た教官 2名の計 8名が広島大学以外の協力

者で、これに広島大学（当センター）から

の 3名を加えて合計 11名で支援システムを

構成している。 

それにしても、理数科教育のエキスパテ

ィーズもなくまた学会等この分野での人的

なネットワークもない当センターが、まが

りなりにもこれだけの数の教官の協力体制

を組織できたのはひとえにこれら教官の途

上国への教育協力に対する強い関心とコミ

ットメントのおかげである。まさにこれこ

そ、当センターが専門家を選ぶ際に第一の
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基準とした点である（むろん専門性を有す

ることがそれ以前の大前提であるが）。1～2

週間の調査には“お付き合い”できるが長

期に関わることはできない教官は最初から

念頭にはなかった。もうひとつ留意した点

は、プロジェクトが正式に開始される以前

の準備の段階からできるだけ現地の教育等

を実際に視察・調査してもらうということ

であった。上記 11名の協力教官のうち 8名

（当センターの教官 2 名を含む）が、正式

なプロジェクト開始前にすでに何らかの形

でガーナの土を踏んでいる。このことはむ

ろんガーナの教育等についての理解を深め

ることを目的としたものであるが、それと

同時に準備段階から参加していただくこと

によって当事者意識やコミットメントを高

めるという意味でも重要である。このこと

と関連してさらに、文部省や JICAの協力も

あって、調査団派遣前の準備打ち合わせや

派遣後の報告会など、いわばプロジェクト

の具体的な内容の形成過程に、調査団員の

みならず極力すべての関係者に参加願った。

このことも参加意識を高める上で大きな意

義をもっている。従来ややもすれば専門家

の役割は、文部省・JICA に依頼されその

時々に“JICAの”プロジェクトに専門性を

提供するだけでよいと考えられがちであっ

たが、このガーナ・プロジェクトでは、そ

れ以上にプロジェクトの内容自身も専門家

が参加して形成していくという考えの下に

進められている。 

２）コンソーシアムの形成 

上に述べたように、1999 年 10 月に実施

協議ミッションが派遣され本件プロジェク

トの実施について正式調印（Record of  

Discussion = R/D）がなされるまでには、上

記の協力教官の間で実質的な協力システム

が整っていた。しかしこの段階では、いま

だ特定の教官の間のいわば個人的なネット

ワークに過ぎないものであり、各大学の組

織的な協力体制は確立していない状況であ

った。むろん各協力教官がそれぞれの大学

において、組織化に向けて努力されてはい

たが、4 大学によるコンソーシアムを正式

に発足させるという段階には至っていなか

った。 

“組織的協力”は形式だけの問題のよう

であるが、その意義は大きい。“組織的協

力”とは何よりも、教官の国際教育協力事

業への参加・協力を当該大学全体の活動の

ひとつとして認知することである。すなわ

ち、一部の教官が“余技”や“趣味”で行

っている活動ではないということである。

このことによって、他の教官や事務の協力

が得られやすい環境が整えられることにな

る。特に教官が専門家として派遣される場

合や、研修員の受入れの際にはこの協力は

不可欠である。さらには、“組織的協力”を

行うことは、当該大学の国際的な活動の実

績とすることができるということでもある。 

さて、ガーナ・プロジェクトにおけるコ

ンソーシアム形成の過程であるが、実はコ

ンソーシアム方式による協力システムの整

備については、前例がある。上述の広島大

学が中心になって 1998年7月から実施して

いるケニア・プロジェクトにおいては、学

内の複数の学部・研究科が関与しているこ

とから、部局間連携・協力組織としてコン

ソーシアムを設けプロジェクトの実施を支

援している。これは、本センターの運営委

員会（学部の教授会に相当）が設置要項を

定め設置した正式な組織である。また、コ
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ンソーシアムという名称こそ使っていない

が、同様の学内体制を組織しエジプトに継

続して専門家を派遣している北海道教育大

学の例がある。この大学は 5 つの分校から

なっていることから、これらの連携・協力

を図るため、全学の国際交流委員会の下に

「JICA エジプト教育協力プロジェクト会

議」が設けられている。しかしガーナのケ

ースは、複数の大学がコンソーシアムを形

成するという点で、国際教育協力事業の実

施システムとしては初めての試みであろう。 

まずコンソーシアムを正式に立ち上げる

ための最初のステップは、関係する信州大

学、福岡教育大学及び宮崎大学の 3 大学に

赴き、本件プロジェクトとコンソーシアム

について説明し理解を得ることであった。

1999年 2月と 6月から 7月にかけての 2度

にわたって訪問し、関係の学部長、国際交

流委員会委員、事務担当者等と面談し本プ

ロジェクトへの組織的な協力について基本

的な合意を得た。しかし一部の大学におい

ては、面談の過程で、本件プロジェクトは

特定の教官が“個人的に”引き受けてきた

もので、関係学部内や事務局に周知されて

いないとの発言もあり、事前の説明と合意

の重要性を痛感した。実際この点に関して

は、コンソーシアムの形成過程に問題がな

かったわけではない。すなわち、1997 年 9

月に初めて大学教官の協力を要請してから

この段階に至るほぼ 1 年半の間、関係の大

学に対して“組織的協力”について何ら説

明や依頼をすることなく、当センターが

個々の教官をいわば“一本釣り”する形で

協力いただいていたわけである。1997 年 9

月の最初の段階から、コンソーシアム方式

を念頭において関係の大学の“組織的協力”

について合意を得ておくべきであった。 

次の段階は、このようないわば非公式な

形でなされた依頼を公式なものとすること

である。そのために、1999年 7月広島大学

長から関係 3 大学長宛てに文書により正式

な協力依頼がなされた。あわせて同じ時期

に、文部省（教育文化交流室長）より各大

学の事務局（総務部長等）に対し同様の趣

旨の依頼が文書によってなされている。 

さらに 1999年 10月にはコンソーシアム

の設置要項が定められ、本センターの運営

委員会の下にコンソーシアムが正式に設置

されることとなった。この要項はコンソー

シアムの委員について、当センターからの

若干名のほか、他の関係 3 大学の学長が各

2名を推薦することと定めており、これら 3

大学の代表（個人としてではない）がコン

ソーシアムに参加することになった。これ

によって、信州大学、福岡教育大学、宮崎

大学及び広島大学の連携・協力による「『ガ

ーナ国基礎教育（理数科教育）支援プロジ

ェクト』支援コンソーシアム」が正式に発

足することとなった。なお、コンソーシア

ムの第一回会合が 1999年 12月 3日に、第

二回会合が 2000年 2月 21日にそれぞれ開

催されている（コンソーシアムが正式に発

足する以前にも、実質的なコンソーシアム

会合が数回開催されている）。 

以上のような広島大学からの正式依頼を

受けて、各大学では関係の学部教授会や国

際交流委員会などで本件が審議され承認さ

れている。したがって、一応各大学におい

て本プロジェクトへの協力が大学の国際交

流・協力活動のひとつとして認知されたこ

とになる。今後この協力の輪が学内でどの

程度広がっていくかは、それぞれの大学や
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学部が本プロジェクトへの協力の意義をど

のように評価するかにかかっているであろ

うし、さらには関係の学科や研究室レベル

での関心や理解の度合にもよるであろう。 

３）コンソーシアムの性格と役割 

 2000年 3月に本件ガーナ・プロジェクト

が正式に開始されたのにともない、JICAで

は他のプロジェクトの場合と同様に国内委

員会設置の準備を進めている。ここで問題

になったのは、この国内委員会とコンソー

シアムとの性格・役割あるいは構成メンバ

ーの異同である。 

 国内委員会は、その設置要項に定められ

ているように、JICA（総裁）に対する諮問

機関であり、本プロジェクト遂行に当たっ

て JICA が下す諸々の決定について助言す

る機関である。したがって、JICAの正式な

機関である。一方コンソーシアムは、プロ

ジェクトに協力する専門家集団のいわば自

主的な組織であって、JICAにとっては正式

な機関ではない。実際、コンソーシアムの

正式メンバーは上記 4 大学の代表のみで、

JICA や文部省の代表はオブザーバーとし

て参加しているに過ぎない。したがって、

これらは相互補完的な組織であって、今後

密接な連携・協力の下にプロジェクトが進

められる。現に、国内委員会の委員として

4 大学の代表が各 1 名加わることとなって

おり、コンソーシアムの意向が国内委員会

の審議に反映される仕組みが用意されてい

る。 

 もうひとつの相違は、コンソーシアムは

単なる審議機関ではなく、協力実施組織で

もある点である。例えば、短期・長期の専

門家としての派遣、研修員の受入れ等を実

際に行う人たちの組織である。さらに、コ

ンソーシアムはそれぞれの分野においてエ

キスパティーズを有する限りにおいて協力

を行うものであって、プロジェクト全体の

管理・運営や財政までもカバーするもので

はない（ただし、専門家の協力体制に関わ

ることについては意見を述べる）。 

 コンソーシアムが果たすべき役割につい

ては、以下のような点で、コンソーシアム

内部でおおむね合意が得られている（いく

つかについては、実際にこれまで行われて

きた）。 

① 短期・長期の専門家派遣 

 コンソーシアムのメンバーが可能な時

期に短期専門家として派遣されること。

また、必要に応じて派遣可能な他の専門

家を探すこと。なお、現時点では、長期

専門家（2~3 年）としてコンソーシアム

のメンバーを派遣できる可能性はない

（この点については後述）。 

② 研修員の受入れ 

 コンソーシアムを構成する 4 大学はい

ずれも研修員の受入れに協力する。JICA

としては、本プロジェクトにおいては 2

つの研修コースを活用してカウンターパ

ート等の研修を行うこととしているが、

そのうち国別特設については福岡教育大

学と広島大学が、カウンターパート研修

については宮崎大学と信州大学が（必要

に応じて広島大学も協力する）実施する

ことで合意している。 

③ プロジェクト内容の形成過程のへの

参加 

 JICA の求めに応じてプロジェクトの

内容について助言すること。先に述べた

とおり、実施協議に至る過程で実際にこ

のような協力を行ってきた。  
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④ 国内での協力 

 ベースラインサーベイ案、手引書等の

作成など、必要に応じ事前に国内で作業

を行うこと。これは従来長期専門家が現

地で行っていた作業を、国内のエキスパ

ティーズを有効に活用するとの観点から、

できるだけ国内で行おうというものであ

る。またこれと関連して、随時長期専門

家に対して助言を提供すること。 

コンソーシアムの役割に関わる今後の課

題として、プロジェクトが進行する中で早

晩俎上に上がってくるプロジェクト評価に

コンソーシアムがどう関わるかということ

がある。これまでこの問題についてはコン

ソーシアム内で議論されておらず、今後の

重要な課題として検討する必要があろう。 

以上のとおり、現在のところ一応まがり

なりにもシステムづくりは行われたが、プ

ロジェクトが実際に実施される中で果たし

てこの体制が有効に機能するかどうか、こ

れからその真価が問われるところである。 

 

３．本プロジェクトの特徴と課題 

 これまでは、コンソーシアムの形成を中

心としてガーナ・プロジェクトの実施シス

テムが形成されていく過程を記述してきた

が、ここではそれ以外の本プロジェクトの

特徴や課題についていくつかまとめておく。 

（１） プロジェクト評価の指標の問題 

近年ようやく日本においても開発援助に

おけるプロジェクト評価が大きな課題とな

ってきたが、本プロジェクトにおいてもそ

の形成過程でこの点が大いに議論された。

先に終了したフィリピンでの理数科教育プ

ロジェクトの場合は、現職教員研修の開催

数、受講者数、作成教材点数などいわばイ

ンプットの量が評価の指標として使われた

ようであるが、本プロジェクトではもっと

踏み込んで児童・生徒や教師の知識や態

度・意識の変容を指標として採用しようと

試みている。本プロジェクトにおいては、

最上位の目標として「児童・生徒の、理科、

技術及び数学における教育成果（educational 

achievement）の向上を図る」ことが掲げら

れており、またそのための「教員の資質向

上」がプロジェクトの直接的なねらいとさ

れていることから、その達成を直接測定す

る指標の開発に取り組んでいる。 

そのためにはまず、比較の対照としてプ

ロジェクトが実施される以前の状況を把握

する必要があり、現在いわゆるベースライ

ンサーベイの準備が進められている。調査

の内容としては、①児童・生徒調査（理数

科に関する学力調査、態度・意識）、②教師

調査（理数科に関する知識、教授能力、意

識・態度）、③保護者調査（子どもが理数科

を学習することに関する態度・意識）など

を含んでいる。 

おそらくは、日本の教育協力事業（いわ

ゆるソフト面での協力事業）において評価

指標の開発と関連してベースラインサーベ

イが実施されたのは、南アフリカでのプロ

ジェクトにおいて 1999年9月に教員を対象

として行われたものが初めてであろう。本

件ガーナ・プロジェクトでベースラインサ

ーベイが実施されれば 2 度目ということに

なるが、その内容や対象においてかなり範

囲の広いものになる。 

しかし一方で、このような指標でプロジ

ェクトを評価することは両刃の刃となる危

険性もある。現在の国際的なプロジェクト

評価の方向からいえばこのような指標を使
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うことは当然であるかもしれないが、教育

は成果が得られるまでに時間を要する分野

だけに、わずか 5 年の間で目に見える成果

が出せるのかという危惧もある。さらに、

何をもって学力とするかという、理数科教

育そのものの根幹に関わる問題もある。例

えば、現在ガーナで実施されている暗記中

心の中学校卒業時全国テストの成績をもっ

て到達度を測る（もっとも手っ取り早くて、

社会的な説得力もある）とすれば、ドリル

や練習問題中心のいわば“塾”的な教育方

法が最適かもしれないが、これが本プロジ

ェクトの目的にかなうのかという問題があ

る。このことは、どのような学力調査、引

いてはベースラインサーベイ全体を開発す

るかに大いに関わる問題である。 

（２） 理数科教育の内容――“役に立つ理

数科教育”とは何か？ 

 どのような理数科教育をプロジェクト国

に根付かせるのかは、本ガーナ・プロジェ

クトに限らず理数科教育に関連するプロジ

ェクトすべてに共通する問題であろう。ガ

ーナの場合には調査の過程で、「ガーナの

子どもの理数科の成績が悪いのは、理科や

数学の内容が子どもたちの日常生活からあ

まりにも離れており、子どもたちが理数科

嫌いになってしまうためである」、「机上だ

けの理科や数学は必要ないのであって、

日々の生活に必要な知識・技能を教える理

数科教育にしたい」ということが再三指摘

された。実際、1996年の USAIDの調査（小

学生を対象とした英語と算数の学力試験）

によれば、算数の平均点は 28.8 点（100 点

満点）で、小学生に求められる水準を 55点

とすれば、これに達したのはわずか 1.8％に

すぎない。したがって、R/D の中でも

“ practical science, technology and 

mathematics”という言葉が使われている。

基礎調査に参加した専門家によれば、確か

に数学の教科書（中学校）は 1970年代の現

代化を反映した高度なもので、日本の教科

書より難しいとのことであった。 

カリキュラムは現在改訂中で、これに基

づいて新しい教科書が作成されるというこ

とであるが、はたして“役に立つ理数科教

育”がどの程度これに反映されるかは明確

でない。したがって、本プロジェクト自体

が“役に立つ理数科教育”の内容とその評

価方法を模索していかなければならない。

さらに、“役に立つ理数科教育”を開発した

としても、その成果がこの国で行われてい

る共通テストの成績に反映しないとすれば、

このプロジェクトがガーナで評価されない

ということもあり得よう。なにやら、日本

での“新しい学力観”と受験での点数の関

係のようにも見える。 

このように本プロジェクトは、外側の体

制は整いつつあるが、内容についてまだま

だ議論すべきことが多く残されているのが

実情である。 

（３） 長期派遣専門家の問題 

 大学教官の長期派遣が困難な状況は、こ

のガーナ・プロジェクトにおいても解消さ

れていない。実際コンソーシアムの教官の

協力を得てかなり広く人材を探したが、現

職の大学教官、特に国立大学教官を長期に

派遣することは現状では事実上不可能と思

われる。そこで本プロジェクトでは長期専

門家を公募したが、応募者のほとんどが教

員であり、選ばれた 3 名もすべて高等学校

の教員であった。なおこのほか、ティーム・

リーダーは JICA専門員である。 
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 そこで本プロジェクトでは、大学教官を

長期派遣することの本来の目的に立ち戻っ

て考えてみた。大学教官の持つ高度な専門

性を現地において長い期間活用することが

長期派遣の目的であるとするならば、大学

教官を現地に長期派遣できない現状での次

善の方法は、国内においてできるだけその

専門性を活用することであろう。このよう

な観点からとられた方法が、上記「２－（２）

－３」」の④で述べたように、国内でもっと

大学教官に協力いただくことである。従来

長期専門家が現地で行っていた作業をでき

るだけ国内で行い、その成果を長期派遣専

門家に対しいわばインプットするという方

式である。 

しかし、この方式についても問題がない

わけではない。それは経費の問題である。

例えば、研修員の受入れについては現在、

産学連携費という項目で予算措置がなされ

必要経費を大学に対して支払う仕組みがあ

る。しかし、このような国内での協力作業

に対して経費を支払う手立てを見つけるこ

とは現状では困難なようである。現に、コ

ンソーシアムの教官の方々には、現地で実

施するベースラインサーベイの原案の作成

をお願いしたが、これに対して JICAが財政

上の手当てをすることは、現状では不可能

ではないにせよかなり困難なようであった

（これについては、何回も JICAと交渉を行

った）。この方式が、大学教官を長期派遣で

きないことを補う有効な方策であるとすれ

ば、早急に経費の措置について検討されて

しかるべきであろう。 

それにしてももっと一般的な問題として、

そもそも大学教官を長期に派遣する必要性

をもういちど議論してみる必要があるので

はないか。教育プロジェクトの実施に深い

経験をもつある南アフリカの専門家によれ

ば、特に学校での教育実践と直接関わるよ

うなプロジェクトの場合は、一般に大学の

教官よりも実践経験豊富な学校の教員の方

が好まれるとのことであった。さらにヨー

ロッパでは専門家の派遣について、もっと

根本的な変化が起きているようである。筆

者は北欧諸国とイギリスにおける教育援助

のあり方について調査する機会を得たが、

そこでいわれていたことは、途上国援助に

おいてパートナーシップやオーナーシップ

が強調される中で、大学教官であれ学校の

教員であれ、長期専門家の派遣は減少する

傾向にあるということであった。つまり、

プロジェクトの実施にはできるだけ現地の

専門家を活用する方向にあるというのであ

る。どのような活動に対し、どのような専

門性や経験を有する専門家（大学教官、教

員、行政官等）を、どれだけの期間派遣す

る必要があるのかを、従来のやり方にとら

われることなく、再検討してみる必要があ

るように思われる。 

（４） 多様なスキームの活用 

 本プロジェクトのもうひとつの特徴は、

有効かつ可能と思われる様々なスキームを

活用してプロジェクトへのいわばインプッ

トを増やそうとしている点である。JICAの

スキームについてみると、プロジェクトに

関連した研修員の受入れは通常カウンター

パート研修に限られるが、本プロジェクト

では併せて国別特設の研修が設けられてい

る。また、昨年度から設けられた JICAの長

期研修員制度（大学に正規の学生として入

学させ、修士又は博士号を取得させる制度）

により、本件プロジェクトの関連で 1 名を
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本年 10 月から広島大学で受け入れること

になっている（このほか、ケニア・プロジ

ェクトにおいても、同じく広島大学で 1 名

受け入れる予定）。ただ残念ながら、ケニ

ア・プロジェクトで行われているような海

外青年協力隊との連携については実現して

いない。 

 このほか、JICA以外のスキームも多様に

活用されている。文部省短期在外研究員派

遣制度や科学研究費補助金による現地調査

（各 1 名）の実施、当センターの外国人研

究員招聘事業によるプロジェクト関係者 1

名の短期招聘がすでに行われている。さら

に今後、文部省の教員研修留学生制度（1

年半）を利用した研修の実施（ケニア・プ

ロジェクトではすでに実施されている）や

当センターの客員教授（4~6 ヶ月）として

ガーナの教育研究者を招聘することなどを

計画している。さらに、本プロジェクトに

協力していただいている大学教官の方々が

単にエキスパティーズをいわば無償で提供

するばかりではなく、研究面でも何らかの

メリットが得られるように、本プロジェク

トと平行して文部省の科学研究費補助金な

どによる研究プロジェクトを実施すること

が検討されている。例えば、日本とガーナ

の理数科教育に関する比較共同研究などが

考えられる。 

 従来のプロジェクト方式技術協力の三要

素、すなわち、研修員受入れ、専門家派遣

及び機材供与にとらわれることなく、柔軟

に多様なスキームを活用するという発想が、

プロジェクトを成功に導く上で重要であろ

う。だだ、どの程度まで資源を投入する必

要があるかという問題がある。ガーナの場

合は、多くの欧米各国がこの国で教育協力

事業を展開しており、いわば援助のショー

ケースの観を呈している。このような中に

新たに参入した日本が何をするか、大いに

注目されているという事情がある。一方国

内でも、大学間のコンソーシアム方式がプ

ロジェクトの実施に有効かどうか試されて

いる状況にある。このようなことから、可

能な限りの資源を投入しようと努力してい

るのが現状である。 

 

４．おわりに 

 本稿の冒頭でもみたように、今後、初等・

中等教育におけるしかもソフト面での教育

協力事業は益々増加するものとみられる。

それだけに、この分野でのエキスパティー

ズの宝庫である大学、とりわけ国立大学の

協力をいかに調達・確保し活用するかがい

っそう重要な課題になることは明らかであ

ろう（注 4）。 

しかし上述のガーナの事例でみたように、

結局のところ個々の教官の“善意”と“熱

意”に大きく依存しているのが実情である。

ガーナのケースでは、本プロジェクトへの

協力が関係大学において認知され、“組織

的協力”体制が一応出来上がってはいるが、

これもまず“善意”と“熱意”のある教官

があって初めて可能になったことである。

かりに、特定の協力教官を見つけることな

く、最初から X、Y、Z大学にアプローチし

“組織的協力”を依頼していたならば、果

たしてこれらの大学から協力が得られ現在

のようなコンソーシアムが出来上がってい

たかどうか。 

 そこで理想的には、いわば入札により協

力する大学等を募るという方式が考えられ

るのだが、ここで問題になるのは、国際教
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育協力事業に協力することについての、大

学そして個々の教官のインセンティヴであ

る。当センターが事業実施体制のオーガナ

イザーの役割を果たすことについては、改

めてインセンティヴは必要ない。なぜなら、

国際教育協力を効果的・効率的に進めるた

めの実践的研究開発を行うことが我々の職

務であり、その一環として事業実施システ

ムのひとつの可能性を開発しようと試みて

いるからである。 

確かに本センターの「国際教育協力人材

データベース」には、教育系の大学教官

（国・公・私立大学）の 10％以上が登録さ

れており、この分野への関心が高いことは

事実である。しかし実際に各大学や学部が、

そのような関心を組織化し具体的なプロジ

ェクトを積極的に担っていくようになるに

は、どうしても何らかのインセンティヴが

必要であろう。本センターがガーナや南ア

フリカなどのように、他のすべてのプロジ

ェクトについてオーガナイザーとなること

は、その人的資源の大きさからして不可能

であるし、それが本来の職務でもない。 

一般的にいって国際教育協力に参加する

ことによって、研究面での利益がもたされ

るわけでもなく（注 5）、新たな財源が得ら

れるわけでもない。そこで筆者がコンソー

シアムの形成に当たって関係の大学に説明

したことは、「教育人口の減少に伴い縮小

を余儀なくされている中にあって、教育系

大学や学部が今後生き残る手立てのひとつ

は、国際交流や協力を推進することではな

いか」ということであった。大学が国際教

育協力を行うことの意義についてはおおむ

ね賛同いただいたが、しかし一方で、縮小

の嵐の中で、このような活動に割く人的・

時間的な余裕が益々少なくなっているとい

う事情もある。 

ガーナのケースでは上記の意義を理解い

ただいたが、より多くの大学が国際教育協

力に積極的に参加するようになるには、も

はや国際協力の意義を説いて大学の協力を

得るだけでは不十分のように思われる。何

らかの財政的な措置をとる時期にきている

のではないか。例えば、留学生の場合がそ

うであるように、国際協力事業の実施の度

合に応じて何らかの付加的な予算配分をす

ることも考えられよう。あるいは、国立大

学独立法人化の動きとも関わるが、思い切

ってすでにアメリカ、イギリス、オースト

ラリアなどで行われているように、このよ

うないわばコンサルタンシー・サービスの

提供を有料化するという方法もあり得よう。

この有料化の中身は、例えば、教官派遣の

補填経費のみという場合から、個々の教官

への謝金や大学へのオーバーヘッドを含む

場合など、いろいろ考えられる。さらに、

ガーナのケースで試みようとしているよう

に、プロジェクトへの協力に研究的な活動

を付加するという工夫もひとつである。 
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「付」 

JICA「ガーナ共和国基礎教育（理数科教育

支援）プロジェクト」の概要 

本プロジェクトは、1999年 10月 14日に

日本側とガーナ側とで R/D （Record of 

Discussion）が調印され、2000 年の 3 月 1

日から 5年間の予定（2005 年 2月まで）で

正式にスタートした。プロジェクトの概要

は以下のとおりである。 

（１）上位目標 

 事業実施地域における、小学校上級学年

（4-6学年）及び中学校（7-9学年）の児童・

生徒の、理科、技術及び数学における教育

成果（educational achievement）の向上を図

る。なおここで技術（technology）とは、理

科や数学の知識の活用という意味に理解さ

れており、「技術」という特定の科目を指す

ものではない。 

（２）プロジェクトの目的 

 本プロジェクトは上記の上位目標を達成

するため、教員の資質向上を直接のねらい

としている。 

（３）活動及び期待される成果 

１）現状分析 ―― ベースラインサーベイ

の実施 

本プロジェクトの初期段階として、いわ

ゆるベースラインサーベイを実施し、生徒

の学力、教員の教授能力等の実態を把握し、

①これに基づきプロジェクトのより具体的

な目標、活動等を決定し、②また、この種

の調査自体これまでガーナではあまり行わ

れてこなかったことから、これを分析しそ

の結果をセミナー等を通じ普及し、③さら

には、このベースラインサーベイの結果を、

今後のモニタリングや評価の基礎とする。 

２）教員研修の組織化・制度化 

上記（２）のとおり、本プロジェクトは

直接的には教員の資質向上を目的としてお

り、①そのためにまず現職教員研修の組織

化のための戦略を策定し、②これに基づき、

国内及び日本での研修等により現職研修を

担当することとなる教員養成カレッジの教

官の資質向上を図り、③そして、これら教

官が小学校・中学校の理数科担当教員に対

して組織的な現職教育を実施する。④また、

その際の教材等を開発する。⑤そして、研

修受講者のフォローアップ等により、研修

のモニタリング及び評価を行う。 

３）教員養成の改善 

 現在ガーナでは教員養成制度の改革が行

われようとしており、新しい制度では、教

員養成カレッジ（中等後教育機関）での 3

年間の教員養成課程（初等・前期中等教員）

として、教科教育（第一年次）、教授法（第

二年次）及び学校での実習（第三年次）で

構成する新しい方式（通称 in-in-out）が導

入されることとなっている。特に第三年次

の実習（一年間）については、学校での実

習において教員養成課程の学生を指導する

教員（通称 mentor）の役割が極めて重要で

あることから、この mentor の養成が緊急の

課題となっている。したがって現職研修を

通じてこの mentorを養成することは、教員

養成にも資することになる。 

このように養成教育の改善をも意図した

現職研修を実施するために、①現在の理数

科・技術における教育実践の分析を行い、

②その改善のための戦略を策定するととも

に、③養成教育と現職教育との連携につい

て戦略を策定する。 

４）ガーナ国内での普及・啓蒙活動 

本プロジェクトの成果を教科教育団体等
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に広く普及するとともに、サイエンス・フ

ェアー等を開催し生徒、保護者などの理数

科・技術への関心を高める。 

（４）日本側の協力 

 通常のプロジェクト方式による技術協力

と同様、日本側の協力は、専門家の派遣、

研修員の受入れ、機材供与の三要素からな

っている。専門家の派遣については、当面

リーダー（1 名）、調整員（1 名）のほか長

期専門家 3名（理科 2名、数学 1名）を派

遣することとなっている。短期専門家につ

いては、随時派遣である。また、研修につ

いては、通常のカウンターパート研修のほ

か、国別特設も活用する。さらに、昨年度

に新設された JICA 長期研修制度等他の制

度の活用も検討されている。 

 

 

（注） 

1. 例えば、澤村信英「理数科教育分野の

国際協力と日本の協力手法に関する予備的

考察」広島大学教育開発国際協力研究セン

ター『国際教育協力論集』Vol.2 No.2 1999

年 pp. 173-181 参照 

2. JICAによれば、「開発調査事業とは、開

発途上地域における公共的な開発計画に関

し基礎的な調査を行う技術協力に一形態で、

以下の二つの目的を持って実施される。(i)

開発途上国が開発事業を進める上で必要な

調査を実施し、開発計画を策定する。(ii)調

査の過程で、相手国のカウンターパートに

技術移転を行う。」と定義されている。（国

際協力事業団「プロジェクト研究：教育分

野における開発調査ガイドライン」平成 10

年 12月、p. 1-25） 

3. 詳細は、黒田則博「日本の大学におけ

る教育開発国際協力人材――広島大学教育

開発国際協力研究センター・教育開発国際

協力人材データベース登録者の分析から」

広島大学教育開発国際協力研究センター

『国際教育協力論集』Vol.1 No.1 1998年 pp. 

99-109 参照 

4. 他方、大学の教官は教育分野では専門

家であるかもしれないが、国際協力という

点で必要な資質を有しているかという問題

もある。ここではこれについては論じない

が、以下の論文を参照されたい。黒田則博、

澤村信英、西原直美「国際教育協力派遣専

門家に関する一考察――JICA 派遣機教育

専門家に対するアンケート調査の分析から

――」広島大学教育開発国際協力研究セン

ター『国際教育協力論集』Vol.2 No.2 1998

年 pp. 155-170 

5. 上記「注 4」の調査によれば、60％以

上が、長期の専門家として派遣されること

は教官の業績として評価されないと答えて

いる。                                                                            

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                         

                                        



黒 田 則 博 

 

A Study on the Organization of a Supporting System 

for Implementing a Basic Education Project for a Developing Country 

-- A Case of a Project for Ghana -- 

KURODA, Norihiro 

(CICE, Hiroshima University) 

 

This paper describes the process that  has been taken for organizing a supporting system for a basic education 

project by taking a JICA project in Ghana as an example. The organization of a supporting system in the area of basic 

education is a very important issue for Japan now. It is only since the “Education for All” Conference in 1990 that 

Japan has embarked upon, in earnest, so called “software” type of projects in education including one in basic 

education as contrasted with “hardware” projects such as the construction of school buildings, and thus it is now her 

urgent task to explore possible ways and means of mobilizing, organizing and utilizing Japanese expertise for such 

projects, particularly that of national universities which are a rich source of it.  

     At the request of the Ministry of Education, CICE has been attempting, as an experimental case, to organize a 

supporting system for a five-year basic education project in Ghana that has just officially started since March 2000, 

involving experts from several national universities. This paper therefore is a very first report on the CICE’s attempt 

that should be followed by further monitoring and evaluation as the project goes on. The main issues that have 

emanated from the CICE’s experience in this undertaking for the last two and half years are summarized below. 

1. Although there may be enormous human resources in universities, particularly in national universities, it is a hard 

task to mobilize them for an educational project in developing countries. Because under the present Japanese ODA 

system where little financial and other incentive is provided for national university professors who assist in 

implementing such a project, Japan’s education project cannot but heavily rely on those academics who are dedicated 

to and interested in educational development in developing countries. 

2. Since those academics assisting in the projects are generally dedicated as mentioned above, it is very important not 

to employ them as if they are short time expertise providers for particular needs of the projects, but to adopt a sort of 

participatory approach by which to involve them in the project formulation process at as an early stage as possible 

and solicit their long term commitment to the project. 

3. It is also indispensable to secure the institutional commitment of the university to which these professors belong, 

so that their participation in the projects can be recognized as one of their primary duties in the university, not as a 

private extra job. This may in turn create a favorable condition in the university to organize cooperation of their 

colleagues as well as the university authorities. In order to solicit this institutional commitment, it is very important to 

have consultation, well in advance, with the university authorities and people concerned. 

4. Finally this experiment has been successful in creating an official consortium of four national universities to assist 

in the implementation of the project in Ghana, but there still remain many issues and problems to overcome in 

generalizing this consortium model. The most important  one is the issue of incentives to attract universities and 

individual professors to educational projects in developing countries.  


